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研究要旨 
 アルコール依存症の回復には医療機関、精神保健福祉センターや保健所などの行政機関、断酒
会、DARC（Drug Addiction Rehabilitation Center）、AA（Alcoholics Anonymous）、MAC (Maryknoll 
Alcohol. Center)など当事者による自助団体、Al-Anon など家族や友人などによる自助団体など
の関係機関が重要な役割を担っている。その重要性は平成 24 年 11 月から平成 25年 3 月にかけて
厚生労働省で開催された「依存症者に対する医療及びその回復支援に関する検討会」でも指摘さ
れている。ところが、いままでに、アルコール依存症の関係機関の機能向上のための具体的な研
究は行われていない。本研究では、アルコール依存症の関係機関の機能向上に不可欠な要素をア
ルコール依存症患者の視点から抽出することとした。そのための研究デザインは質的研究デザイ
ンとし、分析にはグラウンデット・セオリー・アプローチを用いることとした。この方法により、
アルコール依存症患者本人の実体験をそのまま理論化できることが期待される。関係機関への繋
がり方を検討することを目的とし、関係機関に繋がり続けているアルコール依存症の患者７名に
対して面接調査を行った。その結果、患者本人が医療機関に繋がるには５つのステージがあり、
①「最近、飲酒量が増えてきた」と自覚する、②「家族関係が悪くなった」と自覚する、③「ま
ずいなと考えつつも飲酒を続ける」ようになる、④「止めたいけど止められなくなる」ようにな
る、⑤「家族に説得されてやっと受診する」ようになる、という経過をたどった。この結果より、
各ステージにおける関係機関の関わりについて考察したところ「なるべく早く関係機関に繋がる」
ことの重要性が示唆された。これを踏まえ、関係機関の機能向上のためのマニュアル作成を試み、
その試案を作成した。さらに、そのマニュアルについて、インタビューを行った当事者からのフ
ィードバックを反映した改訂版を作成し、さらにマニュアルについての講習会を行うことで、最
終的なマニュアルを完成させた。 
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Ａ. 研究目的 
 アルコール依存症の回復には医療機関、精神
保健福祉センターや保健所などの行政機関、断
酒会、DARC（Drug Addiction Rehabilitation 
Center）、AA（Alcoholics Anonymous）、MAC 
(Maryknoll Alcohol. Center)など当事者によ
る自助団体、Al-Anon など家族や友人などによ
る自助団体などの関係機関が重要な役割を担
っている。 
 その重要性は平成24年 11月から平成25年 3
月にかけて厚生労働省で開催された「依存症者
に対する医療及びその回復支援に関する検討
会」でも指摘されており、関係機関がその機能

を十分に発揮していくためには、各関係機関の
役割分担の明確化と連携が重要であり、その地
域での、それぞれの役割分担を認識しながら、
実態に即した体制を構築していくことが必要
であるとしている１）。つまり、各関係機関の機
能を十分に発揮できることが、アルコール依存
症の支援に不可欠となる。 
 ところが、いままでに、社会復帰施設（全国
の精神科を標榜する入院医療機関）の機能向上
についての研究は行われているが２）、アルコー
ル依存症の関係機関の機能向上のための具体
的な研究は行われていない。 
本研究では、まず、アルコール依存症から回

復した依存症本患者とその家族の視点から、
関係機関の機能向上に不可欠なものを明らか
にすることを目的とする。さらに、その結果



に基づき、各関係機関の連携マニュアルの試
案を作成し、そのマニュアルに基づいた研修
を実施することで、マニュアルの改定を行い、
より実用性の高いマニュアルを作成すること
を最終的な目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
対象  

調査対象は、現在、関係機関に繋がっている
アルコール依存症患者７名で、自己の経験を振
り返って第 3 者に語ることができる者とした。
面接中に精神的な動揺などの不快な状態が見
受けられた際には調査を中止し、必要な援助を
受けられることを保障した。 
 
研究手法 
 具体的には Kathy Charmaz(2006)の方法 3）を
参考とし、下記の４段階の作業を行った。 
 ①アルコール依存症患者へのインタビュー
結果を文字に起こし文章とする。 
 ②その文章を分断し、その内容をコード化す
る。 
 ③同じ内容のコードをまとめて、上位概念と
なるカテゴリーを作る。 
 ④そのカテゴリーを関連付け、現象を表現す
る。 
 調査期間は 2017 年 3月～2017 年 10 月で、患
者本人に面談し、インタビューする形式をとっ
た。質問は、現在の年齢、初めて飲酒をした年
齢、飲酒に関する問題が発覚した年齢、初めて
相談をした人、相談をした施設、繋がった関係
機関を中心に、初めて飲酒をした時から、飲酒
の問題を自覚し、医療機関、関係機関に繋がる
までの経過について行った。 
 平成 27 年度までに、そこで得られたデータ
を基に、マニュアル（案）を作成した。 
 平成 28 年度では、本研究において作成した
マニュアル（案）をインタビュー対象者に確認
していただき、マニュアル（案）に修正を加え
た。 

さらに、このマニュアル（案）を関係機関の
関係者を対象とした、平成 28 年度アルコール
依存症回復施設職員研修において、マニュアル
（案）に基づいた講習を行った。 

そこで得られたフィードバックを反映して、
最終的なマニュアルの改定作業を行い、マニュ
アルを完成させた。 
 なお、インタビューに関しては研究協力者の
蒲生裕司（こころのホスピタル町田）が行った。 

  
倫理的配慮 
 本研究の実施にあたり、対象者にインタビュ
ー内容を文書及び口頭で説明し承諾を得た。ま
た、個人のプライバシーの保護に最大限に留意
すると共に、自由意思による参加、同意の撤回
等について文書および口頭で説明し、同意書へ
の署名をもって同意を得た。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 対象の概要 
 現在、アルコール依存症の治療をしている患
者７名にインタビューを行った。患者は４４〜
６７歳で、いずれも男性であった。いずれの患
者も問題飲酒は３０歳を過ぎてからであった。
そのうち、３名が肝機能障害で内科に通院歴が
あった。インタビュー対象者が利用している関
係機関は、断酒会３名（うち、病院内の断酒会
を利用している者１名）、ＡＡ４名であった。
患者について最初に相談を受けたところは、保
健所３名、医療機関３名、精神保健福祉センタ
ー１名で、いずれも本人ではなく、家族が初め
に相談をした。 
 また、以下のこともインタビューにより明ら
かになった。 
 ・いずれの患者も精神科受診の後、関係機関
を紹介された。 
 ・問題飲酒となってから家族が相談に行くま
でに３年以上を要している。 
 ・家族の相談から受診につながるまで１年以
上を要している。 
 ・受診から自助グループにつながるまで半年
以上を要するケースがあった。 
 
分析結果 
 最終的に医療機関に繋がるまでには以下の
５つのステップがあることが明らかとなった 
 １）「最近、飲酒量が増えてきた」と自覚 す
る。 
 ２）「家族関係が悪くなった」と自覚する。 
 ３）「まずいなと考えつつも飲酒を続ける」
ようになる。 
 ４）「止めたいけど止められなくなる」よ う
になる。 
 ５）「家族に説得されてやっと受診する」よ
うになる。 
 各ステージにおける介入の可能性について
は以下のような分析結果となった。 



 １）「最近、飲酒量が増えてきた」と自覚す
る。→介入には反応しなかったと本人は考えて
いた。 
 ２）「家族関係が悪くなった」と自覚する。
→医療機関の受診はしなかったが、同じような
仲間の話は聞いたかもしれないと考えていた。 
 ３）「まずいなと考えつつも飲酒を続ける」
ようになる。→この時に自助グループに繋がっ
ていれば良かったと考えていた。 
 ４）「止めたいけど止められなくなる」よ う
になる。→アルコール依存症と診断されること
への不安が強かったため、受診には抵抗があり、
介入には抵抗をしただろうと考えていた。 
 ５）「家族に説得されてやっと受診する」よ
うになる。→ほっとした部分があることは否定
しないと考えていた。 
 関係機関との繋がりに関しては、次のような
意見を得た。 
 ・もっと早い時点で、関係機関に繋がれたら
良かったかもしれない。 
・医療機関から関係機関を紹介されたが、すん
なりと訪問する気にはなれなかった。 
・関係機関ではどのようなことをするのかわか
らず不安を感じた。 
・ミーティングに一回行ってみて「これは合わ
ないな」と感じた。 
・初めてのミーティングの帰り際に「どうでし
たか？」と声をかけてもらって気が楽になった。 
 上記の内容をマニュアル（案）として作成し、
その内容についてインタビュー対象者に確認
を取ったが、特に修正意見は得られなかった。 
 介入ポイントとなる各ステージ毎に１ペー
ジに記載する方がわかりやすいだろうとの意
見を得たため、マニュアルに反映した。 
 また、各ステージにおける記載事項のうち、
重要と思われる部分を赤字で強調するなどし、
より見やすいものとなるよう修正を行った。 
 以上の修正を加えたものを、再度、インタビ
ュー対象者に確認していただき、承認を得るこ
とができた。 
 また、マニュアルに基づいた講習においても
内容について修正も求めるような意見はなく、
一部の受講者からは「わかりやすいマニュアル
である」等の好意的な評価を得ることができた。 
 
Ｄ．考察 
 上記の結果より、関係機関に繋がるためには、
同じような仲間の話は聞いたかもしれないと
考えていた「家族関係が悪くなった」と自覚す

るステージ、あるいは、この時に自助グループ
に繋がっていれば良かったと考えていた「まず
いなと考えつつも飲酒を続ける」ようになるス
テージが適切な時期と考えられる。 
 しかし、すべての調査対象者が関係機関に繋
がったのが医療機関を受診してからというこ
とを考えると、医療機関受診前に関係機関に繋
がる仕組みを作ること、あるいは医療機関に受
診後速やかに関係機関に繋がる仕組みを作る
ことが求められる。 
 また、「最近、飲酒量が増えてきた」と自覚
する時期にアルコール依存症についての注意
喚起を行い、関係機関に相談をできることも必
要かもしれない。 
 このことを踏まえ、関係機関の機能向上のた
めに、下記のことが必要と考えた。 
 ・より早期に関係機関に繋がるよう、地域に
おける情報収集、情報の共有を行う。 
 ・行政、医療機関が自助グループでの活動内
容を伝えた上で紹介ができるようにする。 
 ・そのために、行政、医療機関、自助グルー
プで定期的なミーティングを行う。 
 ・「最近、飲酒量が増えてきた」と考えてい
る人に対する、プレアルコホリックについての
啓発。 
 ・初めて訪問した人に対し、フィードバック
を求めるなど、受容的な雰囲気を作ることが必
要である。そのためには、自助グループメンバ
ーの「コミュニケーションスキル」向上が必要
と思われる。 
 本研究での対象者は、既に医療機関を受診し
ている、既に関係機関に繋がっている、全員男
性であるなど、アルコール依存症者のすべてを
反映しているわけではない。従って、得られた
結果はある種の偏りのある内容になっている
ことは否定できない。したがって、本マニュア
ルはあくまでも叩き台とし、各関係機関の状況
や特徴に即し、随時改訂して使用していただく
ことが必要と考えられる。 
 また、本アニュアル作成の過程で、自助団体
と行政機関のより密接な関わりが必要である
ことも示唆された。このことは依存症者に対す
る医療及びその回復支援に関する検討会」１）で
も指摘されており、今後、より一層の関係強化
が望まれるところである。 
 本マニュアルでは「スピード感を持って動く」
ことと「しっかりと関係機関に繋げる」ことの
重要性が示されたと思われる。この２点をより
確実に実行するためにクリアしなければいけ



ないことはまだ多いと考えられ、引き続き、患
者の視点に基づいた研究を重ねることは必要
であろう。 
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